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高齢化の推移と将来推計 2

出典：内閣府（2022）「令和4年版高齢社会白書」
https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/zenbun/pdf/1s1s_01.pdf



65歳以上人口割合の推移 3

出典：厚生労働省 (我が国の人口について)
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html



世界各国における各目GDP推移（2015ー2025） 4

出典：IMFによる2022年10月時点の推計を元に総務省作成
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輸出企業と非輸出企業 5

出典：内閣府『日本経済2022－2023』
https://www5.cao.go.jp/keizai3/2022/0203nk/pdf/n22_3.pdf

輸出企業と非輸出企業の稼ぐ力の違い 海外展開をしていない中小企業が最も強く感じている課題



IMD世界デジタル競争力ランキング2022 6

出典：【IMD World Competitiveness Booklet 2022】
https://www.imd.org/centers/world-competitiveness-center/
rankings/world-digital-competitiveness/

IMDデジタル競争力ランキング では、
我が国は、63か国中29位



デジタル田園都市国家インフラ整備計画の全体像（令和4年3月29日） 7

出典：デジタル田園都市国家インフラ整備計画（令和４年３月29日）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000803505.pdf



国ごとの労働生産性順位 8

出典：公益財団法人 日本生産性本部「労働生産性の国際比較」
https://www.jpc-net.jp/research/list/comparison.html



企業のデジタル・トランスフォーメーションの取組状況

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html

9



国内企業におけるローコード／ノーコードプラットフォームの導入状況 10

n=485

出典：IDC Japan 国内企業におけるローコード/オーコードプラットフォームの導入状況に関する最新調査結果 (2021年11月)
https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ48371421



平成26年以降に発生した主な災害（頻発化・激甚化の状況） 11

出典：内閣官房（2021）「防災・減災国土強靱化のための3か年緊急対策による取組事例集」
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/kouhou/pdf/3kanenjirei/jirei1-1.pdf



社会資本（インフラ）の老朽化 12

出典：国土交通白書 2021
https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r02/hakusho/r03/pdfindex.html



世界の温室効果ガス排出量 13

出典：令和4年版環境・循環型社会・生物多様性白書
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r04/pdf.html



データセンターの電力消費 14

 電力量の爆発的増加と地球温暖化の加速
 ICT利活用が進み、トラヒックが増大する中で、ICT関連機器などの電力消費量は増加傾向にあり、例え
ば、世界のデータセンターの電力消費量は世界全体の電力消費量の1～2%程度という試算もある。また、
我が国でIPトラヒックの増加に比例して消費電力が増大すると仮定した場合には、2030年にはICT関連
機器だけで現在の年間使用電力量の倍近い電力を消費するとの予測も存在しており、今後の消費電力
量の爆発的増加に伴い、地球温暖化の加速が懸念される。

IT関連消費電力予測 2016年 2030年 2050年

IPトラフィック（ZB/年) 4.7 170 20,200

消費電力（国内：TWh/年） 41 1,480 176,200

消費電力（世界：TWh/年) 1,170 42,300 5,030,000

ZB=1021B

出典：国立研究開発法人科学技術振興機構低炭素社会戦略センター（2019）
「情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響（Vol.1）―IT機器の消費電力の現状と将来予測―」
https://www.jst.go.jp/lcs/proposals/fy2018-pp-15.html別ウィンドウで開きます



インターネットトラヒック急増と電力消費 15

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



2030 年代に期待される社会像と Beyond 5G 16

産業・社会活動の基盤としてのBeyond 5G

出典：「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略の在り方」中間答申 （令和４年６月)
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000352.html



Beyond 5G のネットワークアーキテクチャ（方向性） 17

出典：「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略の在り方」中間答申 （令和４年６月)
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000352.html



AI関連の市場動向 18

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



AI 人工知能の歴史 19

出典：AIの進化と実装に関するPT（2023年3月17日) 日本マイクロソフト様 講演資料



GPTの進化 20

出典：AIの進化と実装に関するPT（2023年3月17日) 日本マイクロソフト様 講演資料



世界のAR/VR市場規模・出荷台数の推移及び予測 21
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出典：令和4年版情報通信白書（Omdia）
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html
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（画像提供：株式会社Diarkis）

 2030年までに世界のメタバース市場が約17倍へと拡大が見込まれている中、オンラインゲームやそのインフラ等にか
かわってきた企業を中心に様々なプレイヤーが参入し、市場競争が激化している。

メタバース等の利活用の進展

（出典）Statista（Grand View Research）

（出典：令和４年版情報通信白書 より作成）

メタバース市場の拡大予測

様々なプレイヤー
ソニー、任天堂等の
日本企業も参入

Facebookの社名変更が
メタバースに注目を集める

我が国発のメタバース
ベンチャーも複数誕生

出典：令和5年2月10日 「Web3時代に向けたメタ
バース等の利活用に関する研究会」中間とりまとめ（説
明資料）
https://www.soumu.go.jp/main_content/00
0860619.pdf



Web3.0研究会報告書（関係府省庁の取組状況） 23

出典：Web3.0研究会報告書 https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_
resources/a31d04f1-d74a-45cf-8a4d-5f76e0f1b6eb/a53d5e03/20221227_meeting_web3_report_00.pdf



協働ロボット世界市場に関する調査（2023年） 24

出典：矢野経済研究所、協働ロボット世界市場に関する調査を実施（2023年3月1日）
https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3209



世界のICT市場規模（支出額）の推移 25

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



ICT分野の輸出入額の推移 26

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



世界のIoT機器数 27
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出典：令和4年版情報通信白書（Omdia）
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



国内ネットワーク機器市場シェア

国内ネットワーク機器市場ベンダー別支出額シェア実績、2021年

出典：IDC Japan 国内ネットワーク機器市場シェアを発表（2022年7月4日）
https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ49372922
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世界と日本のマクロセル基地局市場のシェアの変化 29

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



国内情報セキュリティ製品市場シェア 30

国内情報セキュリティ製品市場シェア（売上額） 2019年～2020年
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出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



グローバル・プラットフォーマーの売上高推移 31

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



グローバルプラットフォーマーの動向（時価総額） 32

出典：令和4年版情報通信白書
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r04.html



世界と日本の媒体別広告費の推移と予測 33

世界の媒体別広告費の推移及び予測
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国別ユニコーン数 34

上場後に1,000億円に到達したこと
があるスタートアップの社数(68)

出典：情報通信審議会情報通信政策部会総合政策委員会（第13回 令和5年2月17日）資料に補足追加
https://www.soumu.go.jp/main_content/000862642.pdf



国別デカコーン数 35

デカコーン：
21世紀に創業され、現在の時価総額が1兆円を超え
ているスタートアップの社数

出典：情報通信審議会情報通信政策部会総合政策委員会（第13回 令和5年2月17日）資料に補足追加
https://www.soumu.go.jp/main_content/000862642.pdf



事業会社によるスタートアップへの投資額の国際比較 36

出典：第１回スタートアップ育成分科会配布資料（令和4年10月14日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/bunkakai/suikusei_dai1/siryou3.pdf



スタートアップに対するM&A件数の国際比較 37

出典：第１回スタートアップ育成分科会配布資料（令和4年10月14日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/bunkakai/suikusei_dai1/siryou3.pdf



我が国のスタートアップエコシステムの課題 38

出典：総合科学技術・イノベーション会議イノベーション・エコシステム専門調査会（第４回）（令和4年4月25日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/innovation_ecosystem/4kai/siryo2-print.pdf



スタートアップ支援制度(SBIRの抜本拡充） 39

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

スタートアップを育成する際、公共調達の活用が重要であり、公共調達を見据えた技術開発支援であるSBIR制度（Small/Startup 
Business Innovation Research）に基づく「指定補助金等」の対象・規模を抜本的に拡充。

ビジネスアイディアの FS 調査段階（「フェーズ１」）、実用化に向けた研究開発段階（「フェーズ２」）の支援の拡充に加え、新たに先
端技術分野における大規模技術開発・実証段階（「フェーズ３」）も支援対象に追加する。

フェーズ１
（PoC・F/S支援）

フェーズ１

フェーズ２

フェーズ２
（実用化開発支援）

フェーズ３【新設】
（技術実証等）

出口の市場
(ゴール)

政府調達市場
等

【内閣府】フェーズ３
大規模技術実証支援・

トライアル発注・
生産設備投資支援

政策ニーズ
調達ニーズ

【国等の研究開発】

研究開発
課題設定

※SBIR指定補助金等
は、公募段階から
政策ニーズ・調達
ニーズに基づく研究
開発課題を設定

【SBIR指定補助金等】

研究開発支援等 政府調達

【SBIR政府調達手続の特例】

①一般競争入札におけ
る入札参加資格の
特例

②随意契約の特例

【現行制度】
フェーズ１：研究開発課題の内容を前提に、技術・シーズに基づくアイデアの検証を実施
フェーズ２：フェーズ１で実施したアイデアの検証結果を踏まえた 研究開発を実施

出典：内閣府 物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（令和４年10月28日）施策例
https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/2022-2/20221028_sesaku.pdf



ルール形成に係る日本企業の意識調査と売上高 40

出典：経済産業省社会課題解決型の企業活動に関する意識調査（2022年3月22日）
https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220322008/20220322008.html

ルール形成の取組が特に進んでいる 37 社と日本企業全体の売上高の伸び率の推移

ルール形成に係る日本企業の意識調査



年代別 主なメディアの利用状況 41

出典：ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会（第１回）事務局資料(令和4年11月4日）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000844045.pdf

 主なメディアの平均利用時間（平日１日）

テレビ(リアル
タイム)視聴

テレビ(録画)
視聴 ネット利用 新聞購読 ラジオ聴取

60代

全年代
10代
20代
30代
40代
50代

参照：通信利用動向調査（総務省）

・ 全年代及び10代～40代においてネットに費やす時間が最も長い。

 いち早く世の中のできごとや動きを知るために最も利用するメディア
・ 全年代及び10代～40代で最も利用するメディアはインターネット。

出典：令和４年度情報通信白書（総務省）

 【経年】主なソーシャルメディア系サービス／アプリ等
の利用率（全世代）

出典：令和３年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書（総務省）

・ LINE、Twitter、Instagramは一貫して増加。LINEは90%超。
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 多くのインターネット利用者が情報を収集・閲覧するプラットフォームサービス等のインターネット
上で流通する情報には、誹謗中傷や偽・誤情報も含まれるなどの問題も顕在化※。
※ 一因として、偽情報は、SNS上において正しい情報よりも早く、より広く拡散する特性があること等が指摘されている。

 インターネット上での偽・誤情報の拡散事例

・ＡＩ使い「静岡水害」とデマ画像、5600件以上拡散…
投稿者は生成認める

台風15号に関連し、静岡県
内で住宅が水没したとする
偽画像がTwitter上で拡散。
9月26日未明に投稿され、
27日午後６時時点で5,600
件のリツイートがなされた。

・ワクチン不妊「誤情報」拡散 29のSNS投稿が5万件転載
新型コロナウイルスワクチンを否定する投稿がSNSで
広がっている。日本経済新聞の調べでは、ワクチンが
不妊につながるというTwitter上への投稿が１月から
７ヶ月間で約11万件あり、その半数の５万件超が
わずか29アカウントの投稿が発端だった。

読売新聞（令和４年９月27日）

・ウクライナ侵攻「ウソ」氾濫 SNSで拡散 日本でも
ロシアによるウクライナ侵攻
を巡り、ウソや真偽不明の
情報が、日本国内のSNSユー
ザーの間にも広がっている。

 インターネット上の偽・誤情報への接触頻度
・ インターネット上のメディアにおいては、50%弱が月に数回以上、約

30%が週に１回以上接触。
・ まとめサイトにおいては、約60%が月に数回以上、約40%が 週に
１回以上接触。
問）直近の１ヶ月の間で、あなたは次のメディアの中でどのくらいの頻度でフェイクニュース※

を見かけますか。 ※ここでは、虚偽又は誤解を招くと考えられる情報/ニュースを指します。

日本経済新聞（令和３年８月９日）

読売新聞（令和４年３月19日）

令和３年度

令和３年度

インターネット上のメディア
（SNSやブログなど）

まとめサイト

 違法・有害情報相談センターへの相談件数の推移
出典：「国内外における偽情報に関する意識調査」（総務省）

出典：プラットフォームサービスに関する研究会第二次取りまとめ（総務省）
出典：ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会（第１回）事務局資料（令和4年11月4日）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000844045.pdf
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出典：プラットフォームサービスに関する研究会資料 (2021年5月13日)
https://www.soumu.go.jp/main_content/000749420.pdf
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2022年に観測されたサイバー攻撃関連通信は、
合計5,226億パケットに上り、1IPアドレス当たり
約183万パケットが1年間に届いた計算

IoT機器を狙った攻撃が依然としてトップ
攻撃(対象ポート)が多様化

 国立研究開発法人情報通信研究機構 (NICT)では、大規模サイバー攻撃観測網であるNICTERに
おいて、未使用のIPアドレス29万個(ダークネット)を活用し、グローバルにサイバー攻撃の状況を観測。

水色の部分が、IoT機器に関連したサイバー攻撃関連通信
出典：NICTER観測レポートを元に作成 （2023年2月14日)
https://www.nict.go.jp/press/2023/02/14-1.html

2022年にNICTERで観測した主な攻撃対象（宛先ポート番号）の上位10位
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